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不登校対応教師効力感に関する基礎的研究

山本　奬
（�0�0年１月��日受理）

Susumu YAMAMOTO

A Preliminary Study on Teacher Efficacy of Treatment for School Non-Attendance

問題

　不登校問題は学校教育が抱える大きな課題であ
る。その解決に向けた取組の一つとして，教師に
は個々の不登校児童生徒の状態に応じた適切な支
援を行うことが期待されていると言えよう。不登
校児童生徒に対する有効な支援方法について山本
（�00�）は，児童生徒の状態を『強迫傾向』の有
無など�観点により査定し，各状態と「教室とは
別の居場所を設けた」など教師による��の支援方
法との適用関係について明らかにしている。また，
文部科学省初等中等教育局児童生徒課（�00�）も
再登校に効果のあった学校の措置について，��カ
テゴリーを設けて検討するとともに，「不登校と
なったきっかけと考えられる状況」及び「不登校
状態が継続している理由」に関してきめ細かくと
らえようと試みている。現在はまだ再登校に効果
のあった学校の措置と児童生徒の状態との関連に
ついては分析されていないが，今後はこの調査を
とおしてその適用関係が明らかにされることが期
待される。このような有効な支援方法に関する研
究は，教師が不登校児童生徒を支援するにあたり，
有益な情報をもたらすこととなるであろう。
　しかし，このような情報が提供されるだけでは
教師の戸惑いは容易には解消されない。都丸・庄
司（�00�）は教師の悩みの構造を探索し「不登校

の生徒や，休みがちな生徒と上手く関われない」
などによって構成される『生徒への抵抗感』が『教
師としての自信』と深い関わりにあることを明ら
かにしている。また網谷（�00�）は不登校対応に
無力感を感じる教師の苦悩を報告している。実際，
教師を対象とする研修会や具体的事例におけるコ
ンサルテーションにおいては，支援方法に関する
技術的な課題と同時に「本当にその子どもに上手
に関わることができるのだろうか」「本当にその
方法を採っていいのか自信がない」という教師の
戸惑いがテーマとなることも多い。有効な情報が
あっても，それだけでは行動に結びつかない場合
が少なくないと言えよう。
　Bandura（����）の自己効力理論によれば，有
効な支援方法に関する情報は結果期待に貢献する
ものだと言えよう。そしてこの論によれば，この
ような情報があっても行動の遂行が疑われる場合
には実行に結びつかないとされる。その遂行の見
通しが効力期待である。不登校児童生徒に必要な
支援が実行されるためには，教師自身がその効力
期待を獲得することが重要だとの示唆である。
　効力期待の重要性については，Barling & Abel

（����）がテニスを例に実証している。そこでは
「私はたいてい正確なショットを打てると思う」
という効力期待，「ストロークを改善すればより
得点できると思う」という結果期待，「より多く
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のポイントを獲得することは私にとって重要だと
思う」という誘意性の三者と実際のテニスの技量
との関係が検討され，効力期待と実際の技量との
関係が他の二者に比べて深いことが示された。こ
れを不登校問題に当てはめれば，児童生徒を支援
する実際の技量は，「有効と言われる支援方法を
採れば不登校は改善されると思う」という結果期
待よりも，「具体的な支援方法を上手にできると
思う」という効力期待と深く関係するという仕組
みとなるであろう。
　教師の自己効力感に関する初期の実証的な研究
は，この概念を教師効力感（Teacher Efficacy）と
呼んだ Gibson & Dembo（����）の測定尺度の開
発に見られる。そこでは「クラスの生徒があば
れたり騒いだりしても，すぐに落ち着かせるこ
とができる」などの『個人的教授効力（Personal 

Teaching Efficacy）』と「優れた教育的能力をも
つ教師でも，多くの生徒には影響を与えられな
い」など一般的な教師の『教授効力（Teaching 

Efficacy）』の二次元による構造が見いだされてい
る。その日本語版が桜井（����）により作成され，
宮本（����）はこれに生徒指導・教育相談に関す
る項目を追加修正した尺度を作成している。そし
てこれを用いて植木・藤㟢（����）は教師効力感
を規定する要因として，校種，経験年数，教師志
望，同僚・家庭との関係，事務管理，指導力，子
どもとの関係，好奇心などを取り上げ，経験年数
や子どもとの関係との特徴的な傾向を見いだして
いる。
　具体的な実践場面での活動に注目した教師効力
感には松田（����，����，�000）の探索があり，
鈴木・松田（�00�）はこれと職場の雰囲気との関
係を追究している。谷口（�00�）は職場風土認知
について『協働的雰囲気』『同調的雰囲気』の�つ
の要素を抽出しこれと教師効力感との関係を検討
したが，そのひとつである『生徒指導』との関係
については意味のある結果を得ることはできな
かったと報告している。また丹藤（�00�，�00�，
�00�）は達成経験，自己成長感，性格行動特性な
どとの関係から因果モデルの構築を試みた。さら

に授業や児童生徒に対する不安との関係を検討し
た西松（�00�），個人的属性との関係を検討した
松尾・清水（�00�）なども見られる。
　さて，その実践場面を不登校対応に限って取り
出したものには岩永・吉川（�000, �00�）がある。
これは不登校に関する文献や事例から収集した望
ましいと思われる支援や態度に関する項目を用い
て『支持的受けとめ』『再登校への支援』，そして
校内体制作りなどの『協力』の３因子を抽出した
ものである。そこではこれらと不登校児童の担任
経験の有無などとの関係について検討されている
が，「不登校児に対応できている」という認知に
結びつけることの困難さを報告している。
　以上の概観から教師効力感は，一般的な教師の
もつ見通しから，より実践的なそれをとらえよう
とする方向にあり，様々な独立変数が投入されこ
れを規定する要因の探索が試みられていると言え
よう。そして課題として，まず不登校問題に関す
る教師効力感の検討は十分でなく特に結果期待と
の関連が整理されていないこと，次に教師効力感
を規定する要因を選択する背景理論が必ずしも明
確でないという２点が指摘できよう。
　前者については，効力期待は結果期待を伴っ
て成立するという視点である。竹綱・鎌原・沢
崎（����） は， 先 の Barling & Abel（����） の
テニスの例と恐怖症対応に係る実験を行った
Sappington, Russell, Triplett, Goodwin（����）を比
較し，テニスの様な「限定された達成課題場面」
においては効力期待が有効であり，恐怖症などの
「治療場面」では効力期待と結果期待の両方が有
効であることを指摘している。このような差異は，
結果期待の意識のされ方の違いにより生じるので
はないだろうか。前者では良いストロークが得点
をもたらすことは自明であり結果期待の明示を要
しない。これに対して後者は行動により得られる
効果が不明確な事象の場合であり，このようなと
きは行動の有効性の明示（結果期待）とその行動
化のための効力期待の両方が求められる言えよ
う。対応が難しく容易には解決しない不登校問題
についてはこれと同様に，有効な支援方法だとの
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確信である結果期待とその支援方法を行動に移す
ための効力期待の両方を，教師が獲得することが
重要だと考えられる。一般的な教師の指導援助方
法については，これまでの多くの検討を経てその
有効性が疑われることは少ない状況にあるが，不
登校問題についてはその保証はない。そこで，既
に有効性が実証された支援方法に対応した教師効
力感について追究することが，現在の課題だと言
えよう。
　後者については，Banduraに基づく規定要因の
再構築の視点である。自己効力感の形成に影響す
る要因としてBandura（����）は，行為的，代理的，
言語的説得，生理的喚起の４つの情報を挙げてい
る。つまり，過去の課題遂行の成功という自分自
身の経験，他者の成功や失敗の観察，説得など周
囲からの影響，ゆとりの体感など情緒的覚醒であ
る。この４つの観点から教師を取り巻く現実的な
環境を抽出し，これとの関係で教師効力感を検討
する必要があると言えよう。行為的情報について
はそれまでに不登校児童生徒を支援した経験量と
してとらえることができ，代理的情報については
他の教師をモデルとしてその実例から学ぶ機会と
して，言語的説得情報については管理職や先輩・
同僚教師からの指導や助言として，生理的喚起情
報については情緒的被援助感との関連からとらえ
ることができるであろう。
　そこで，結果期待にあたる有効性が実証された
支援方法として山本（�00�）を採り上げ，これに
対応する教師効力感の構造を明らかにするととも
に，これを規定するであろう『不登校対応経験量』
及び周囲から教師自身が得られるモデルや援助な
どの『不登校対応教師被援助感』との関係を明ら
かにすることを目的とした研究を進めることとし
た。これにあたり『不登校対応教師効力感』を，
不登校児童生徒を支援しようとする際に教師に生
じる支援遂行可能性の予測と定義する。また，山
本（�00�）にならって，それは児童生徒の不登校状
態に対応しようとするときの『状態対応効力感』と
具体的な支援方法を行おうとするときの『支援方
法対応効力感』によって構成されるものと考える。

目的

　そこで本研究では，不登校対応教師効力感とこ
れを規定する要因を検討する際に必要となる次の
各事項について探索し，その後に続く実証研究に
必要な知見を得ることを目的とする。
︵� ︶ 山本（�00�）が用いた支援方法について，教
師効力感を検討する上でもバランスよくこれを
網羅するものであることを実証的な方法で検討
し，支援方法対応効力感を測定する項目を整え
その暫定尺度を作成すること。
︵� ︶ 不登校対応経験量について，その構造を探索
し，これに基づく暫定尺度を作成すること。
︵� ︶ 不登校対応教師被援助感について，その構造
を探索し，これに基づく暫定尺度を作成するこ
と。

方法

１　支援方法対応効力感

調査対象　公立小中高等学校教師���名（男性��
名，女性�0�名，不明�0名）。
実施時期　�00�年６月
調査手続き　研修会に参加した教師に調査紙を配
布しその場で回答を求めた。
調査材料　山本（�00�）が支援方法の有効性を検
証した際に用いた��項目とその例示に用いた��項
目の合計��項目（APPENDIX1参照）を次により
加工して用いた。その時制表現については「～し
た」など過去形から「～する」など現在形に変更
した。その評価については「確実にできると思う」
から「全くできないと思う」までの４件法によっ
た。
２　支援方法対応効力感と既存尺度との関係

調査対象　上記１とは異なる公立小中高等学校教
師��名（男性��名，女性��名，不明３名）。
実施時期　�00�年７月
調査手続き　研修会に参加した教師に調査紙を配
布しその場で回答を求めた。
調査材料　上記１で用いられた支援方法を表す��

不登校対応教師効力感に関する基礎的研究
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項目及び岩永・吉川（�00�）の「教師のための不
登校対応自己効力尺度」��項目を用いた。いずれ
の項目についても「確実にできると思う」から「全
くできないと思う」までの６件法で回答を求めた。
３　不登校対応経験量

調査対象，実施時期，調査手続き　上記１に同じ。
調査材料　山本（�00�）は教師が行う支援方法を
整理するにあたり��件の不登校事例を収集してい
る。この調査を経て得られた経験量を表現する５
項目が採用され，「あてはまる」から「あてはま
らない」までの５件法によった。
４　不登校対応教師被援助感

調査対象，実施時期，調査手続き　上記１に同じ。
調査材料　上記３と同じ事例から得られた被援助
感を表す表現について，House（����）によるソ
ーシャルサポートの道具的援助，情報的援助，評
価的援助，情緒的援助の４観点により整理された
��項目が用いられ，「あてはまる」から「あては
まらない」までの５件法によった。想定する援助
源として，「友人」「家族」「管理職」「同僚」「ス
クールカウンセラー」の５援助源の内の�援助源
を各被調査者に指定して回答を求めた。

結果と考察

１　支援方法対応効力感の構成

  ここでは山本（�00�）の支援方法が，有効性を
明らかにする際だけでなく，教師効力感について
追究する際においても適当であるのかについて検
討する。そこで，対象となる��の支援方法が��項
目の例示との関係においてバランスよく網羅され
ていることを，クラスター分析を用いて探索する
こととした。
　はじめに各項目の分布について検討したが，特
に問題となる項目はなかった。そこで支援方法を
表す��項目全てを対象に，近似の指標には平方ユ
ークリッド距離を用い，樹状図化には Complete 

Linkageを用いてクラスター分析を行った。その
結果，FIGURE １に示したとおり��分の��の距
離で結束する８グループが見いだされた。

　第Ⅰクラスターは「��　生活や規範について指
導する」と「��　意欲の喚起を図る」の支援方法
を含む６項目によるもので，児童生徒の生活につ
いて活動性や規律を維持させ積極的に介入しよう
とする取組に対する教師効力感のグループだと考
えられた。また用いられた例示とも一定の一致を
見るものであった。第Ⅱクラスターは��支援方法
のいずれも含まない例示に用いられた２項目によ
るものであった。第Ⅲクラスターは「��　不登校
児童生徒を取り巻く人間関係の調整を行う」の援
助方法を含む２項目によるもので関係調整などに
関するものと考えられた。しかし例示との一致は
見られなかった。第Ⅳクラスターは「��　登校を
促す」と「��　児童生徒の気持ちを支える」の支
援方法を含む６項目によるもので，児童生徒本人
を支持しようとする取組に対するグループだと考
えられた。また用いられた例示については「４」
の【児童生徒支持】では完全に一致したが，「��」
の【登校援助】については一致しなかった。第Ⅴ
クラスターは「��　校内の援助源に援助を求め
る」と「��　校外の相談・医療機関と連携を図る」
を含む８項目によるもので，教師が学校内外の援
助源と連携を図ろうとする取組に対するグループ
だと考えられた。またこのグループは支援方法と
例示の６項目の全てで構成され，他の支援方法や
例示がこのグループに含まれることもなく完全に
一致するものであった。第Ⅵクラスターは「�0　
学習の支援をする」を中心とする５項目で構成さ
れるものであり，また例示ともよく一致するもの
であった。第Ⅶクラスターは「�� 教室とは別の
居場所を設ける」を含む�項目により構成された。
これは別室での学習に関する例示とは一致した
が，相談室や保健室の例示とは一致しないもので
あった。第Ⅷクラスターは「��　家庭や児童生徒
とのつながりを大切にする」と「��　家族の気持
ちを支える」を含む７項目によるもので，学校と
児童生徒本人や家庭をつなごうとする取組に対す
るグループだと考えられた。例示との関係につい
ては，特に「８」の【関係維持】については３例
とも一致しなかった。
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FIGURE 1　支援方法及びその例示に関するクラスター分析
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　以上のことから意味のあるクラスターが得られ
たと考えられ，��支援方法が各クラスターに１～
２程度属し中心的な意味を構成していることが分
かった。このことから，支援方法対応効力感を検
討しようとするにあたっても，これらを用いるこ
とは適当であると考えられた。また時制表現を過
去形から現在形に変える試みも妥当なものであっ
たと言えよう。
　その一方で教師効力感について検討する場合に
おいては，支援方法と例示の一致が確保されない
ことも分かった。それは各支援方法は多様な状況
の中で様々な意図で用いられることから，一見よ
く似た取組であってもそれを実現させようとする
場合の教師の展望や自信の程度が一致しないため
と考えれる。つまり教師による支援方法が��に要
約されるのではなく，これら��支援方法も中核と
なる支援方法の要素を表現するための具体例だと
考えることが適当だと言えよう。山本（�00�）も
各支援方法の有効性の検証にあたって，よく似た
内容であっても比較的抽象度の高い『態度』的な
支援方法と，具体性が高い『方策』的な支援方法
に分類でき，教師による難易の評価もこれにより
異なることを指摘している。さらに岩永・吉川
（�00�）も多様な取組への教師効力感について，
３因子による理解を提案している。今後において
は，教師による支援方法を表現する項目として今
回適切だと判断された��支援方法からその因子を
抽出し，これを用いて教師効力感について検討す
る必要があると言えよう。
　ところで，山本（�00�）が支援方法の有効性を
検討した際，当初５件法を用いたが教師の回答は
効果の有無のみに偏るもので分布の正規性が得ら
れなかった。これを参考に支援方法対応効力感に
おいても回答幅を狭め４件法によったが，結果は
いずれの項目も極端な偏りを見せるものではなか
った。このことから，今後の測定にあたっては状
態対応効力感と同一の回答幅に広げることが可能
であることが示唆された。

２　支援方法対応効力感と既存尺度との関係

　次に，上によって採用された各項目がもつ性質
について，既存の尺度との関係を検討すること
で，これを明らかにすることを試みた。��項目と
岩永・吉川（�00�）の「教師のための不登校対応
自己効力尺度」の３下位尺度とのピアソンの積率
相関係数を TABLE １に示した。
　多くの関係において概ね中程度から弱い相関が
見られ，無相関と言えるのは「��　校内の援助源
に援助を求める」と『再登校への支援』，「��　校
外の相談・医療機関と連携を図る」と『支持的受
けとめ』及び『協力』のみであった。
　逆に相対的に高い相関が見られたのは「��　校
内の援助源に援助を求める」と『協力』の間であ
った。岩永・吉川（�00�）の『協力』は「学校全
体の協力体制をつくり，担任一人で解決しようと
しない」などの項目による下位尺度で，担任が当
該問題を抱え込まずに組織的対応を行うことに対
する見通しを測定するものである。そして本研究
における「��」は援助源としての相談担当者・生
徒指導担当者・養護教諭・スクールカウンセラー
や相談員などの例示ともよく一致するものであり
連携を志向するものであった。これらのことから
当該項目は校内に援助を求め協力体制を築くこと
に対する見通しを表現するもので，岩永・吉川
（�00�）の『協力』と同一概念であることがうか
がわれた。
　ここでその「��」の妥当性について検討する。
各支援方法の効果について検討する際には，校内
体制を整えることが再登校環境の整備につながる
ことから，この項目は必要なものであった。また
各不登校状態との適用関係の検討においても，『強
迫傾向』や『身体症状』が見られる場合には有効
なものであることが明らかにされている（山本，
�00�）。しかし，本研究において追究しているの
は不登校児童生徒を支援しようとする際の教師効
力感である。つまり当該教師がこれまでに蓄積し
てきた経験や周囲から得られる援助等を背景とし
てその時点で獲得している効力期待の総体であ
る。この点で個々の事例に視点を固定して有効性
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の吟味を図った山本（�00�）とは，「��」の意義
が異なる。つまり，「校内の援助源に援助を求める」
ことができると思う，という見通しは教師効力感
ではなく，校内援助源からの被援助感だと言えよ
う。以上により「��」をのぞいた�0項目を以て支
援方法対応効力感を測定する暫定尺度とすること
が適当であると考えられた。各項目はそれぞれ岩
永・吉川（�00�）の下位尺度とは，一応の関連を
もちながらも同一の概念でないことがうかがわれ
た。

３　不登校対応経験量の構造

　不登校への対応経験について，教師自身がどの
ように理解しているのか，その観点を抽出するた
めに因子分析を行うこととした。各項目の分布に
ついて検討したが，特に問題となる項目はなかっ
た。主因子法によったところ初期の１以上の固有

値は順に，�.��，�.0�であり，第１因子の回転前
の寄与率は��.��%，第２因子までの累積のそれ
は�0.��%であった。２因子を抽出しプロマック
ス回転を施した因子パターンを TABLE ２に示し
た。
　第１因子では，「�　私はこれまで不登校の問題
を上手に解決してきた」「�　私はこれまで上手に
不登校児童生徒に関わってきた」の２項目に高
い負荷量が見られた。第２因子では「�　私はこ
れまで多くの不登校児童生徒に関わってきた」
「� 私は不登校問題について多くのことを学ん
できた」の２項目に高い負荷量が見られた。そし
て「�　私はこれまで多くの不登校問題を解決し
てきた」については，どちらの因子にも .��超の
比較的高い負荷量が見られた。これらのことから，
第１因子は「上手に」「解決した」などに表現さ
れるように当該事例を改善に導くなど成功体験に

TABLE 1　支援方法対応効力感の項目と既存尺度間の相関
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TABLE 3　不登校対応経験量の修正後の暫定尺度

関するものであると考えられた。また第２因子は
「多くの」に表現されるように成功や改善の有無
に関わらず，体験や学習の量的傾向に関するもの
であると考えられた。そこでここでは前者を『成
功量』，後者を『体験量』と命名することとした。
　今後の研究に向けて，ここではその構造が２因
子構造と認めることの適否について検討する。第
１因子による寄与率は先に示したとおり�0％に迫
るものであり，１因子構造との理解も否定できな
い。そこで，あらためて当該５項目を用いて主成
分分析を行ったことろ各項目の主成分に対する負
荷は .�� ～ .��の範囲になるものであり，やはり
�因子構造を否定できなかった。また，『成功量』
は多くの『体験量』に基づくものであり，前者が
高い場合は後者についても高い傾向となるとの解
釈や予測も可能であろう。しかしその一方で，自
己効力感を規定する要因の一つに過去の課題遂
行の成功という直接体験があるとの指摘もある
（Bandura，����）。単に体験を量的に積むだけで
なく，それを成功体験と認知することでその向上
が見られるという論である。

　今回の調査においては５項目が投入されたのみ
で，しかも�項目については両義に解釈され得る
ものであった。結論を出すための十分な材料を備
えていないと考えられよう。そこで，今回の５項
目について，『成功量』『体験量』の２側面に依り
弁別性を備えるものとなるようその表現を修正す
るとともに，現状では曖昧となっている意味を明
瞭にするために逆転項目を投入することとした。
当該概念の因子構造については，その暫定尺度を
用いた調査を経て，結論づけることが適当である
と考えられた。修正後の暫定尺度となる項目を
TABLE ３に示した。
　今後，不登校対応経験量を独立変数，不登校対
応教師効力感を従属変数としてその規定要因を追
究する際には，今回の検討を踏まえて『成功量』
『体験量』と併せて『教職経験年数』など客観的
な経験量についても独立変数として用いることが
適当であることがうかがえた。

４　不登校対応被援助感の構造

　回答に空欄があった被調査者のデータを一括し
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TABLE 2　不登校対応経験量の構造
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て削除した。そこで分析対象となった被調査者は
���名（男性��名，女性�00名，不明�0名）であっ
た。援助源別回答数は，「友人」��名，「家族」��名，
「管理職」��名，「同僚」��名，「スクールカウン
セラー」��名であった。
  不登校児童生徒を支援しようとする教師の被援
助感について，教師自身がどのように理解してい
るのか，その観点を抽出するために因子分析を
行うこととした。各項目の分布について検討し
たが，特に問題となる項目はなかった。主因子
法によったところ初期の１以上の固有値は順に，
��.00，�.��，�.��であり，第１因子の回転前の
寄与率は��.0�％，第２因子までの累積のそれは
��.��％，第３因子まででは��.��％であった。事
前の項目選定時に想定された道具的援助，情報的
援助，評価的援助，情緒的援助に基づく４因子構
造を見いだすことはできなかった。
　３因子を抽出した場合には，第１因子では，「��
私に参考になる実践を見せてくれる」「��　私の
ために労力を提供してくれる」などの��項目に高
い負荷量が見られたことから，これらは道具的援
助と情報的援助に関するものであると考えられ
た。第２因子では，「��　私の悩みを聞いてくれ
る」「�　私を勇気づけてくれる」などの�0項目に
高い負荷量が見られたことから，これらは情緒的
援助に関するものであると考えられた。第３因子
では，「�　私の関わり方の改善すべきところを指
摘してくれる」「�　私にアドバイスをしてくれ
る」などの７項目に高い負荷量が見られた。これ
らは評価的援助に関するものであると考えられ
た。
　２因子を抽出した場合には，第１因子では上記
の第１因子及び第３因子に関連した��項目に高い
負荷量が見られた。つまり道具的援助，情報的援
助，評価的援助に関するものであると考えられた。
第２因子では３因子を抽出した際の第２因子と同
様の�0項目に高い負荷量が見られた。つまり情緒
的援助に関するものであると考えられた。
　これら複数の解から，この被援助感は，因子数
に関わらず被支持的な情緒的援助と，道具的及び

情報的並びに評価的など何らかの具体的な方策を
表す援助の２種類の援助からなることがうかがわ
れたと言えよう。これらの結果と回転前の累積寄
与率の大きさによりこの被援助感は２因子構造と
見なすことが適当だと考えられた。ここでは，第
１因子を『情報的援助』，第２因子を『情緒的援助』
と命名することとし，プロマックス回転後の因子
パターンを TABLE ４に示した。この構造に基づ
き，各因子に高い負荷量を示した５項目をそれぞ
れ選定し暫定尺度とすることとした。ところで被
援助感に係る概念については性差が指摘されるこ
とが多い（田村・石隅，�00�など）。今回得られ
たものもソーシャルサポートの構造を包含する結
果となり近似の概念と考えられたので，これを用
いた研究にあたっては性差を考慮する必要がある
ことが示唆されたと言えよう。

結論

　本研究の目的は，不登校対応教師効力感とこれ
を規定する要因を検討する際に必要となる支援方
法対応効力感，不登校対応経験量及び不登校対応
教師被援助感について，その構造を探索し暫定尺
度を作成するとともに，その後に続く実証研究に
必要な知見を得ることを目的としたものである。
　不登校対応教師効力感は，状態対応効力感と支
援方法対応効力感の２つによって構成されること
を想定し，ここでは支援方法対応効力感が検討さ
れた。これは不登校児童生徒を支援しようとする
際に教師に生じる当該の支援方法遂行可能性の予
測である。有効性の検討で用いられた��支援方法
は，その例示との関係で網羅的で偏りなく教師が
行う支援方法を採り上げるものであることが確認
された。また妥当性の検討から校内の資源に援助
を求めようとする際に生じる見通しは，教師効力
感ではなくこれを規定する要因であることが結論
づけられた。これにより暫定尺度は�0項目による
こととした。さらにこの�0項目はそれぞれ個々の
支援方法として検討されるものではなく，ここか
ら因子を抽出してその様相が検討されるべきとの

不登校対応教師効力感に関する基礎的研究
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結論を得た。
　不登校対応経験量は，不登校問題に関する過去
の経験量に対する教師自身の認知である。ここで
はこれが『成功量』と『体験量』の２側面から構
成されることがうかがわれ，これに基づいた項目
の修正がなされ，６項目からなる暫定尺度が作成
された。因子構造の検討はこの後に続く研究にお
いて継続されることとした。併せて経験の量とし
て教職経験年数についても，教師効力感の規定要
因として検討されるべきとの結論を得た。
　不登校対応教師被援助感は，不登校児童生徒を
支援しようとする教師自身が認知する周囲の援助
源からの被援助感である。ここでは複数の因子分
析結果の比較から，被支持的な『情緒的援助』と

何らかの具体的方策を示す『情報的援助』の２側
面から構成されることがうかがわれ，これに基づ
いた�0項目が採用され暫定尺度が作成された。
　本研究及びこれに続く研究の目的は，結果期待
にあたる有効性が実証された不登校児童生徒の各
状態と支援方法の適用関係に対応する教師効力感
について，その規定要因を不登校対応経験量と不
登校対応教師被援助感を用いて検討することによ
り，これを明らかにしようとするものである。そ
の中で本研究においては，その実証研究に必要な
知見を得ることができたといえよう。そして今後
の主要な課題は次の４件であると考えられる。１
点目は不登校対応教師効力感を構成する２側面に
ついて，支援方法対応効力感及び状態対応効力感
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のそれぞれの構造を明らかにすることである。２
点目は本研究において懸案となった不登校対応経
験量の構造を確定させることである。３点目は不
登校対応教師被援助感について，各援助源の援助
特徴をその構造から明らかにすることである。そ
して４点目は，独立変数として不登校対応経験量
の下位概念，不登校対応教師被援助感の下位概念，
教職経験年数を用いて，従属変数として支援方法
対応効力感の下位概念，状態対応効力感の下位概
念を用いて，不登校対応教師効力感の規定要因を
明らかにすることである。そこで得られる知見は，
不登校児童生徒を支援しようとする教師が自信と
展望を得ようとするにあたり，その実現に資する
ものとなると考える。
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APPENDIX 1　支援方法とその例示項目


